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学習指導要領における性に関する指導の充実およびいわゆる​
『はどめ規定』の見直しを求める要望書 

SRHR for ALL アクション！連携団体 

　平素より、子どもたちのよりよい学びと育ちのためにご尽力いただき、心より御礼申し上げま

す。私たち「SRHR for ALLアクション！」は、セクシュアル・リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（
SRHR：性と生殖に関する健康と権利）の課題に取り組む市民社会アクターが連携するネット
ワークです。​
　近年、子どもたちがインターネットやSNS等を通じて不正確な性情報に触れる機会が増える
中、刑法改正や「生命（いのち）の安全教育」の充実など、国の取り組みは着実に前進していま

す。一方、学習指導要領には依然としていわゆる「はどめ規定」が残され、学校現場では必要な

性に関する指導を行う上での障壁となっています。子どもたちが、自分と他者のからだや性、人

権を尊重し、安心・安全な関係性を築くためには、発達段階に応じた科学的に正確な包括的性教

育を受ける機会が不可欠です。2024年の国連女性差別撤廃委員会（CEDAW）も、日本に対し、
年齢に応じた性に関する指導を学校カリキュラムに適切に組み込むよう勧告しています。​
　こうした国内外の動向を踏まえ、子ども・若者のSRHRの実現に向け、以下のとおり要望いたし
ます。 

1．学習指導要領におけるいわゆる「はどめ規定」を削除し、包括的性教育を発達段階に応じて
位置づけてください。​
　学習指導要領におけるいわゆる「はどめ規定」を削除し、学校現場の萎縮を解消してください。

あわせて、小学校・中学校を含む学校教育において、性交、妊娠、避妊、人工妊娠中絶、性感染

症、性的同意、性暴力予防、ジェンダー平等、多様な性のあり方、性欲や性情報との向き合い

方、からだの権利、相談先等について、発達段階に応じた科学的に正確な包括的性教育を実施

できるよう、学習指導要領に明確に位置づけてください。 

2．「はどめ規定」の存続の有無にかかわらず、学習指導要領解説等において、必要な性に関す
る指導を妨げないことを明確化してください。​
　仮に「はどめ規定」が直ちに削除されない場合であっても、学習指導要領解説において、「性

交、妊娠、避妊、人工妊娠中絶、性感染症、性的同意、性暴力予防、多様な性のあり方、性欲や

性情報との向き合い方等に関する発達段階に応じた指導を妨げるものではない」旨を明確に記

載してください。​
　また、多様な性のあり方への理解を深め、すべての児童生徒が自分らしく尊重される教育環境

を整えるため、「思春期になると異性に関心が向く」といった異性愛のみを前提とする表記を見直

し、性的指向・性自認を含む多様性を前提とした表現へ改めてください。 

3．学校現場が安心して包括的性教育を実施できるよう、教材・研修・外部連携・障害児を含む包
摂的なカリキュラムを整備してください。​
　学校現場や教職員が安心して指導できるよう、通知、Q&A、指導資料等において上記と同様の
趣旨を明確化するとともに、具体的な教材・指導例の整備、教員研修の拡充、地域における外部

講師の活用・連携への支援を行ってください。​
　また、障害のある児童生徒も、性と生殖に関する健康と権利について学ぶ権利を有していま

す。その児童生徒に必要な合理的配慮の提供を前提に、障害児・者に対しても包括的性教育を

保障するためのカリキュラム、教材、教職員・支援者向け研修を整備してください。​
​
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​
【要望に関する根拠・補足資料】 

　「はどめ規定」とは、1998年の学習指導要領改訂で盛り込まれ、2002年から施行された下記の
2つの記載を指し、小学校・中学校において、性交、妊娠・避妊、性的同意、中絶等の内容を扱う
際に学校現場で慎重・抑制的な判断の根拠として用いられることがあります。 
 
●小学校5年生の理科「B　生命・地球」「(2)動物の誕生」において「(3) 内容の『Ｂ生命・地球』の
(2)のウ(注：人は、母体内で成長して生まれること)については、受精に至る過程は取り扱わない
ものとする」 
●中学校保健体育保健分野「(4) 健康な生活と疾病の予防」、「3内容の取扱い」、「内容の(1)(心
身の機能の発達と心の健康)のイ(思春期には，内分泌の働きによって生殖にかかわる機能が成
熟すること。また，成熟に伴う変化に対応した適切な行動が必要となること)については、妊娠や
出産が可能となるような成熟が始まるという観点から、受精・妊娠を取り扱うものとし、妊娠の経

過は取り扱わないものとする」 
 
　上記はどめ規定に関して、中央教育審議会では性交等を教えてはいけないと禁止する主旨で

はないとされています。しかし、性に関する指導の際は「教職員の共通理解を図るとともに、児童

生徒の発達段階（受容能力）を十分考慮すること」「家庭、地域との連携を推進し、保護者や地域

の理解を十分に得ること」「集団指導の内容と、個別指導の内容の区別を明確にすること等」と

いった多くの条件が挙げられ、教育現場でもはどめ規定を理由に性的同意や避妊等について取

り扱えなかった事例が報告1）されており、教職員向け調査2）でも現在の学習指導要領では、思春

期の健康や性に関する内容を教える際、教員が「どこまで教えてよいのか分からない」と戸惑

い、その結果指導を避ける傾向が生まれており、性に関する学びは「個別のリスク対策」ではな

く、児童生徒全員のウェルビーイングのために重要であり、個別指導に任せることには、学習機

会の不足やプライバシー侵害・スティグマ化の懸念があることが示されています。 
 
　その一方で、日本性教育協会の「若者の性」白書（2025）3）によれば、子ども・若者たちはイン

ターネットやアダルト動画等から性情報を得ることが増えており、中学生までに性交について知っ

た人は約8割、そのうち小学生までの段階で知った人が約半数という結果が出ています。SNSを
通じた性被害も依然として深刻な状況にあり、偏った性情報に触れる前に、信頼できる正しい知

識を得られることが重要です。 
　2024年の人口動態調査では14歳の出産が27件、15歳～19歳の出産が4,231件あり、また同
年の衛生行政報告例では人工妊娠中絶件数は15歳未満が159件、15歳が330 件、10代では
10,844 件で、3年連続で増加しており、思いがけない妊娠が10代の子ども・若者たちにも今まさ
に起こっている課題としてあります。このような状況を踏まえ、成育基本法およびその基本方針（

2023年）4）においても、若年世代、特に10代において性や妊娠に関する基礎的な知識が欠けて
いる場合があり、予期せぬ妊娠につながる懸念があることが示されています。 
　なお、2023年の刑法改正により、性的同意年齢は16歳に引き上げられ、不同意性交等罪、撮
影罪、面会要求罪などが整備されました。すべての子ども・若者が16歳になる前の義務教育段
階で、同意、性行為、妊娠・中絶、性感染症等について発達段階に応じて学び、自分と他者の境

界線を尊重し、困ったときに相談できる力を育むことが必要です。 
 
　そして、発達段階に応じてからだや性について人権の視点から学ぶことは、性的なリスク行動

を増やすわけではなく、むしろ以下のような効果があると明らかになっています5）。 
・初交年齢の遅延 
・性交の頻度の減少 
・性的パートナーの数の減少 
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・リスクの高い行為の減少 
・コンドームの使用の増加 
・避妊具の使用の増加 
 
　また、2024年10月のCEDAW総括所見でも、日本に対し、早期妊娠や性感染症の予防を含
む、年齢に応じた包括的性教育を学校カリキュラムに適切に組み込むことが勧告されています6

）。そして、性に関する学びは、異性愛のみを前提とせず、性的指向・性自認を含む多様な性のあ

り方を踏まえ、すべての児童生徒が自分と他者の尊厳を学べる内容とする必要があります。さら

に、障害のある児童生徒についても、性に関する学びは自分らしく安全に生きるための権利とし

て保障される必要があります。 
　妊娠・避妊・性的同意といった重要な内容を発達段階に応じて学ぶ必要性は、専門家だけでな

く、一般市民、保護者、若者、教育関係者からも広く示されています。NPO法人ピルコンの調査
でも、保護者の約8割が、避妊や性的同意を含む幅広い性教育を中学校までに教え始めるのが
適切と回答7）しました。こうした市民と学校現場の声を踏まえ、教育現場が子どもたちの実態と

ニーズに即した学びを保障できるよう、学習指導要領におけるいわゆる「はどめ規定」の撤廃と、

子どもたちの性の健康、安全、尊厳を守る教育内容の充実を求めます。 
以上 
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4）厚生労働省（2023年3月22日）.「成育医療等の提供に関する施策の総合的な推進に関する基
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https://www.mofa.go.jp/files/100762700.pdf 
7）NPO法人ピルコン性教育と緊急避妊薬に関する意識調査（2026年） 
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【SRHR for ALL アクション！連携団体】 
呼びかけ団体：公益財団法人ジョイセフ／NPO法人ピルコン 
賛同団体（五十音順）：Action 琉球・沖縄／NPO法人Sisterhood／SOSHIREN 女（わたし）のか
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害者ネットワーク／#なんでないのプロジェクト／一般社団法人“人間と性”教育研究協議会・包括
的性教育推進法の制定をめざすネットワーク／一般社団法人NOTOTO.／Be the Change 
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学習指導要領における性に関する指導の充実およびいわゆる​
『はどめ規定』の見直しを求める要望書 

SRHR for ALL アクション！連携団体 

　平素より、子どもたちのよりよい学びと育ちのためにご尽力いただき、心より御礼申し上げま

す。私たち「SRHR for ALLアクション！」は、セクシュアル・リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（
SRHR：性と生殖に関する健康と権利）の課題に取り組む市民社会アクターが連携するネット
ワークです。​
　近年、子どもたちがインターネットやSNS等を通じて不正確な性情報に触れる機会が増える
中、刑法改正や「生命（いのち）の安全教育」の充実など、国の取り組みは着実に前進していま

す。一方、学習指導要領には依然としていわゆる「はどめ規定」が残され、学校現場では必要な

性に関する指導を行う上での障壁となっています。子どもたちが、自分と他者のからだや性、人

権を尊重し、安心・安全な関係性を築くためには、発達段階に応じた科学的に正確な包括的性教

育を受ける機会が不可欠です。2024年の国連女性差別撤廃委員会（CEDAW）も、日本に対し、
年齢に応じた性に関する指導を学校カリキュラムに適切に組み込むよう勧告しています。​
　こうした国内外の動向を踏まえ、子ども・若者のSRHRの実現に向け、以下のとおり要望いたし
ます。 

1．学習指導要領におけるいわゆる「はどめ規定」を削除し、包括的性教育を発達段階に応じて
位置づけてください。​
　学習指導要領におけるいわゆる「はどめ規定」を削除し、学校現場の萎縮を解消してください。

あわせて、小学校・中学校を含む学校教育において、性交、妊娠、避妊、人工妊娠中絶、性感染

症、性的同意、性暴力予防、ジェンダー平等、多様な性のあり方、性欲や性情報との向き合い

方、からだの権利、相談先等について、発達段階に応じた科学的に正確な包括的性教育を実施

できるよう、学習指導要領に明確に位置づけてください。 

2．「はどめ規定」の存続の有無にかかわらず、学習指導要領解説等において、必要な性に関す
る指導を妨げないことを明確化してください。​
　仮に「はどめ規定」が直ちに削除されない場合であっても、学習指導要領解説において、「性

交、妊娠、避妊、人工妊娠中絶、性感染症、性的同意、性暴力予防、多様な性のあり方、性欲や

性情報との向き合い方等に関する発達段階に応じた指導を妨げるものではない」旨を明確に記

載してください。​
　また、多様な性のあり方への理解を深め、すべての児童生徒が自分らしく尊重される教育環境

を整えるため、「思春期になると異性に関心が向く」といった異性愛のみを前提とする表記を見直

し、性的指向・性自認を含む多様性を前提とした表現へ改めてください。 

3．学校現場が安心して包括的性教育を実施できるよう、教材・研修・外部連携・障害児を含む包
摂的なカリキュラムを整備してください。​
　学校現場や教職員が安心して指導できるよう、通知、Q&A、指導資料等において上記と同様の
趣旨を明確化するとともに、具体的な教材・指導例の整備、教員研修の拡充、地域における外部

講師の活用・連携への支援を行ってください。​
　また、障害のある児童生徒も、性と生殖に関する健康と権利について学ぶ権利を有していま

す。その児童生徒に必要な合理的配慮の提供を前提に、障害児・者に対しても包括的性教育を

保障するためのカリキュラム、教材、教職員・支援者向け研修を整備してください。​
​
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​
【要望に関する根拠・補足資料】 

　「はどめ規定」とは、1998年の学習指導要領改訂で盛り込まれ、2002年から施行された下記の
2つの記載を指し、小学校・中学校において、性交、妊娠・避妊、性的同意、中絶等の内容を扱う
際に学校現場で慎重・抑制的な判断の根拠として用いられることがあります。 
 
●小学校5年生の理科「B　生命・地球」「(2)動物の誕生」において「(3) 内容の『Ｂ生命・地球』の
(2)のウ(注：人は、母体内で成長して生まれること)については、受精に至る過程は取り扱わない
ものとする」 
●中学校保健体育保健分野「(4) 健康な生活と疾病の予防」、「3内容の取扱い」、「内容の(1)(心
身の機能の発達と心の健康)のイ(思春期には，内分泌の働きによって生殖にかかわる機能が成
熟すること。また，成熟に伴う変化に対応した適切な行動が必要となること)については、妊娠や
出産が可能となるような成熟が始まるという観点から、受精・妊娠を取り扱うものとし、妊娠の経

過は取り扱わないものとする」 
 
　上記はどめ規定に関して、中央教育審議会では性交等を教えてはいけないと禁止する主旨で

はないとされています。しかし、性に関する指導の際は「教職員の共通理解を図るとともに、児童

生徒の発達段階（受容能力）を十分考慮すること」「家庭、地域との連携を推進し、保護者や地域

の理解を十分に得ること」「集団指導の内容と、個別指導の内容の区別を明確にすること等」と

いった多くの条件が挙げられ、教育現場でもはどめ規定を理由に性的同意や避妊等について取

り扱えなかった事例が報告1）されており、教職員向け調査2）でも現在の学習指導要領では、思春

期の健康や性に関する内容を教える際、教員が「どこまで教えてよいのか分からない」と戸惑

い、その結果指導を避ける傾向が生まれており、性に関する学びは「個別のリスク対策」ではな

く、児童生徒全員のウェルビーイングのために重要であり、個別指導に任せることには、学習機

会の不足やプライバシー侵害・スティグマ化の懸念があることが示されています。 
 
　その一方で、日本性教育協会の「若者の性」白書（2025）3）によれば、子ども・若者たちはイン

ターネットやアダルト動画等から性情報を得ることが増えており、中学生までに性交について知っ

た人は約8割、そのうち小学生までの段階で知った人が約半数という結果が出ています。SNSを
通じた性被害も依然として深刻な状況にあり、偏った性情報に触れる前に、信頼できる正しい知

識を得られることが重要です。 
　2024年の人口動態調査では14歳の出産が27件、15歳～19歳の出産が4,231件あり、また同
年の衛生行政報告例では人工妊娠中絶件数は15歳未満が159件、15歳が330 件、10代では
10,844 件で、3年連続で増加しており、思いがけない妊娠が10代の子ども・若者たちにも今まさ
に起こっている課題としてあります。このような状況を踏まえ、成育基本法およびその基本方針（

2023年）4）においても、若年世代、特に10代において性や妊娠に関する基礎的な知識が欠けて
いる場合があり、予期せぬ妊娠につながる懸念があることが示されています。 
　なお、2023年の刑法改正により、性的同意年齢は16歳に引き上げられ、不同意性交等罪、撮
影罪、面会要求罪などが整備されました。すべての子ども・若者が16歳になる前の義務教育段
階で、同意、性行為、妊娠・中絶、性感染症等について発達段階に応じて学び、自分と他者の境

界線を尊重し、困ったときに相談できる力を育むことが必要です。 
 
　そして、発達段階に応じてからだや性について人権の視点から学ぶことは、性的なリスク行動

を増やすわけではなく、むしろ以下のような効果があると明らかになっています5）。 
・初交年齢の遅延 
・性交の頻度の減少 
・性的パートナーの数の減少 
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・リスクの高い行為の減少 
・コンドームの使用の増加 
・避妊具の使用の増加 
 
　また、2024年10月のCEDAW総括所見でも、日本に対し、早期妊娠や性感染症の予防を含
む、年齢に応じた包括的性教育を学校カリキュラムに適切に組み込むことが勧告されています6

）。そして、性に関する学びは、異性愛のみを前提とせず、性的指向・性自認を含む多様な性のあ

り方を踏まえ、すべての児童生徒が自分と他者の尊厳を学べる内容とする必要があります。さら

に、障害のある児童生徒についても、性に関する学びは自分らしく安全に生きるための権利とし

て保障される必要があります。 
　妊娠・避妊・性的同意といった重要な内容を発達段階に応じて学ぶ必要性は、専門家だけでな

く、一般市民、保護者、若者、教育関係者からも広く示されています。NPO法人ピルコンの調査
でも、保護者の約8割が、避妊や性的同意を含む幅広い性教育を中学校までに教え始めるのが
適切と回答7）しました。こうした市民と学校現場の声を踏まえ、教育現場が子どもたちの実態と

ニーズに即した学びを保障できるよう、学習指導要領におけるいわゆる「はどめ規定」の撤廃と、

子どもたちの性の健康、安全、尊厳を守る教育内容の充実を求めます。 
以上 

【参考資料】 
1）朝日新聞デジタル（2025年6月13日更新）.「性教育の拡充、教委の7割『必要』指導要領以上
『認めたい』も半数」.
https://digital.asahi.com/articles/AST654RD5T65UTIL00NM.html?iref=pc_ss_date_article 
2）NPO法人ピルコン（2026年6月）「はどめ規定」の運用課題に関するアンケート調査 
https://pilcon.org/wp-content/uploads/2026/07/1473dbc15b7832fa7d1381cffe48e88b.pdf 
3）日本性教育協会（編）（2025）.『「若者の性」白書　第9回青少年の性行動全国調査報告』.小学
館.  
4）厚生労働省（2023年3月22日）.「成育医療等の提供に関する施策の総合的な推進に関する基
本的な方針（成育医療等基本方針）」.  
001076349.pdf 
5）ユネスコ（2018年）.「国際セクシュアリティ教育ガイダンス【改訂版】：科学的根拠に基づいたア
プローチ」. ユネスコ・デジタル・ライブラリー .   
International technical guidance on sexuality education: an evidence-informed approach 
(jpn) - UNESCO Digital Library 
6）CEDAW, Convention on the Elimination of All Forms of Discrimination against Women, 
Concluding observations on the ninth periodic report of Japan （2024年） 
https://www.mofa.go.jp/files/100762700.pdf 
7）NPO法人ピルコン性教育と緊急避妊薬に関する意識調査（2026年） 
https://pilcon.org/wp-content/uploads/2026/03/ca82f925463f5e7d4d6ee2144ba20c5d.pdf 
 
【SRHR for ALL アクション！連携団体】 
呼びかけ団体：公益財団法人ジョイセフ／NPO法人ピルコン 
賛同団体（五十音順）：Action 琉球・沖縄／NPO法人Sisterhood／SOSHIREN 女（わたし）のか
らだから／一般社団法人Tネット／滞日ネパール人のための情報提供ネットワーク／DPI女性障
害者ネットワーク／#なんでないのプロジェクト／一般社団法人“人間と性”教育研究協議会・包括
的性教育推進法の制定をめざすネットワーク／一般社団法人NOTOTO.／Be the Change 
Okinawa／認定NPO法人ピッコラーレ 
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文部科学省　初等中等教育局　教育課程課 御中 
 

学習指導要領における性に関する指導の充実およびいわゆる​
『はどめ規定』の見直しを求める要望書 

SRHR for ALL アクション！連携団体 

　平素より、子どもたちのよりよい学びと育ちのためにご尽力いただき、心より御礼申し上げま

す。私たち「SRHR for ALLアクション！」は、セクシュアル・リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（
SRHR：性と生殖に関する健康と権利）の課題に取り組む市民社会アクターが連携するネット
ワークです。​
　近年、子どもたちがインターネットやSNS等を通じて不正確な性情報に触れる機会が増える
中、刑法改正や「生命（いのち）の安全教育」の充実など、国の取り組みは着実に前進していま

す。一方、学習指導要領には依然としていわゆる「はどめ規定」が残され、学校現場では必要な

性に関する指導を行う上での障壁となっています。子どもたちが、自分と他者のからだや性、人

権を尊重し、安心・安全な関係性を築くためには、発達段階に応じた科学的に正確な包括的性教

育を受ける機会が不可欠です。2024年の国連女性差別撤廃委員会（CEDAW）も、日本に対し、
年齢に応じた性に関する指導を学校カリキュラムに適切に組み込むよう勧告しています。​
　こうした国内外の動向を踏まえ、子ども・若者のSRHRの実現に向け、以下のとおり要望いたし
ます。 

1．学習指導要領におけるいわゆる「はどめ規定」を削除し、包括的性教育を発達段階に応じて
位置づけてください。​
　学習指導要領におけるいわゆる「はどめ規定」を削除し、学校現場の萎縮を解消してください。

あわせて、小学校・中学校を含む学校教育において、性交、妊娠、避妊、人工妊娠中絶、性感染

症、性的同意、性暴力予防、ジェンダー平等、多様な性のあり方、性欲や性情報との向き合い

方、からだの権利、相談先等について、発達段階に応じた科学的に正確な包括的性教育を実施

できるよう、学習指導要領に明確に位置づけてください。 

2．「はどめ規定」の存続の有無にかかわらず、学習指導要領解説等において、必要な性に関す
る指導を妨げないことを明確化してください。​
　仮に「はどめ規定」が直ちに削除されない場合であっても、学習指導要領解説において、「性

交、妊娠、避妊、人工妊娠中絶、性感染症、性的同意、性暴力予防、多様な性のあり方、性欲や

性情報との向き合い方等に関する発達段階に応じた指導を妨げるものではない」旨を明確に記

載してください。​
　また、多様な性のあり方への理解を深め、すべての児童生徒が自分らしく尊重される教育環境

を整えるため、「思春期になると異性に関心が向く」といった異性愛のみを前提とする表記を見直

し、性的指向・性自認を含む多様性を前提とした表現へ改めてください。 

3．学校現場が安心して包括的性教育を実施できるよう、教材・研修・外部連携・障害児を含む包
摂的なカリキュラムを整備してください。​
　学校現場や教職員が安心して指導できるよう、通知、Q&A、指導資料等において上記と同様の
趣旨を明確化するとともに、具体的な教材・指導例の整備、教員研修の拡充、地域における外部

講師の活用・連携への支援を行ってください。​
　また、障害のある児童生徒も、性と生殖に関する健康と権利について学ぶ権利を有していま

す。その児童生徒に必要な合理的配慮の提供を前提に、障害児・者に対しても包括的性教育を

保障するためのカリキュラム、教材、教職員・支援者向け研修を整備してください。​
​
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​
【要望に関する根拠・補足資料】 

　「はどめ規定」とは、1998年の学習指導要領改訂で盛り込まれ、2002年から施行された下記の
2つの記載を指し、小学校・中学校において、性交、妊娠・避妊、性的同意、中絶等の内容を扱う
際に学校現場で慎重・抑制的な判断の根拠として用いられることがあります。 
 
●小学校5年生の理科「B　生命・地球」「(2)動物の誕生」において「(3) 内容の『Ｂ生命・地球』の
(2)のウ(注：人は、母体内で成長して生まれること)については、受精に至る過程は取り扱わない
ものとする」 
●中学校保健体育保健分野「(4) 健康な生活と疾病の予防」、「3内容の取扱い」、「内容の(1)(心
身の機能の発達と心の健康)のイ(思春期には，内分泌の働きによって生殖にかかわる機能が成
熟すること。また，成熟に伴う変化に対応した適切な行動が必要となること)については、妊娠や
出産が可能となるような成熟が始まるという観点から、受精・妊娠を取り扱うものとし、妊娠の経

過は取り扱わないものとする」 
 
　上記はどめ規定に関して、中央教育審議会では性交等を教えてはいけないと禁止する主旨で

はないとされています。しかし、性に関する指導の際は「教職員の共通理解を図るとともに、児童

生徒の発達段階（受容能力）を十分考慮すること」「家庭、地域との連携を推進し、保護者や地域

の理解を十分に得ること」「集団指導の内容と、個別指導の内容の区別を明確にすること等」と

いった多くの条件が挙げられ、教育現場でもはどめ規定を理由に性的同意や避妊等について取

り扱えなかった事例が報告1）されており、教職員向け調査2）でも現在の学習指導要領では、思春

期の健康や性に関する内容を教える際、教員が「どこまで教えてよいのか分からない」と戸惑

い、その結果指導を避ける傾向が生まれており、性に関する学びは「個別のリスク対策」ではな

く、児童生徒全員のウェルビーイングのために重要であり、個別指導に任せることには、学習機

会の不足やプライバシー侵害・スティグマ化の懸念があることが示されています。 
 
　その一方で、日本性教育協会の「若者の性」白書（2025）3）によれば、子ども・若者たちはイン

ターネットやアダルト動画等から性情報を得ることが増えており、中学生までに性交について知っ

た人は約8割、そのうち小学生までの段階で知った人が約半数という結果が出ています。SNSを
通じた性被害も依然として深刻な状況にあり、偏った性情報に触れる前に、信頼できる正しい知

識を得られることが重要です。 
　2024年の人口動態調査では14歳の出産が27件、15歳～19歳の出産が4,231件あり、また同
年の衛生行政報告例では人工妊娠中絶件数は15歳未満が159件、15歳が330 件、10代では
10,844 件で、3年連続で増加しており、思いがけない妊娠が10代の子ども・若者たちにも今まさ
に起こっている課題としてあります。このような状況を踏まえ、成育基本法およびその基本方針（

2023年）4）においても、若年世代、特に10代において性や妊娠に関する基礎的な知識が欠けて
いる場合があり、予期せぬ妊娠につながる懸念があることが示されています。 
　なお、2023年の刑法改正により、性的同意年齢は16歳に引き上げられ、不同意性交等罪、撮
影罪、面会要求罪などが整備されました。すべての子ども・若者が16歳になる前の義務教育段
階で、同意、性行為、妊娠・中絶、性感染症等について発達段階に応じて学び、自分と他者の境

界線を尊重し、困ったときに相談できる力を育むことが必要です。 
 
　そして、発達段階に応じてからだや性について人権の視点から学ぶことは、性的なリスク行動

を増やすわけではなく、むしろ以下のような効果があると明らかになっています5）。 
・初交年齢の遅延 
・性交の頻度の減少 
・性的パートナーの数の減少 
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・リスクの高い行為の減少 
・コンドームの使用の増加 
・避妊具の使用の増加 
 
　また、2024年10月のCEDAW総括所見でも、日本に対し、早期妊娠や性感染症の予防を含
む、年齢に応じた包括的性教育を学校カリキュラムに適切に組み込むことが勧告されています6

）。そして、性に関する学びは、異性愛のみを前提とせず、性的指向・性自認を含む多様な性のあ

り方を踏まえ、すべての児童生徒が自分と他者の尊厳を学べる内容とする必要があります。さら

に、障害のある児童生徒についても、性に関する学びは自分らしく安全に生きるための権利とし

て保障される必要があります。 
　妊娠・避妊・性的同意といった重要な内容を発達段階に応じて学ぶ必要性は、専門家だけでな

く、一般市民、保護者、若者、教育関係者からも広く示されています。NPO法人ピルコンの調査
でも、保護者の約8割が、避妊や性的同意を含む幅広い性教育を中学校までに教え始めるのが
適切と回答7）しました。こうした市民と学校現場の声を踏まえ、教育現場が子どもたちの実態と

ニーズに即した学びを保障できるよう、学習指導要領におけるいわゆる「はどめ規定」の撤廃と、

子どもたちの性の健康、安全、尊厳を守る教育内容の充実を求めます。 
以上 

【参考資料】 
1）朝日新聞デジタル（2025年6月13日更新）.「性教育の拡充、教委の7割『必要』指導要領以上
『認めたい』も半数」.
https://digital.asahi.com/articles/AST654RD5T65UTIL00NM.html?iref=pc_ss_date_article 
2）NPO法人ピルコン（2026年6月）「はどめ規定」の運用課題に関するアンケート調査 
https://pilcon.org/wp-content/uploads/2026/07/1473dbc15b7832fa7d1381cffe48e88b.pdf 
3）日本性教育協会（編）（2025）.『「若者の性」白書　第9回青少年の性行動全国調査報告』.小学
館.  
4）厚生労働省（2023年3月22日）.「成育医療等の提供に関する施策の総合的な推進に関する基
本的な方針（成育医療等基本方針）」.  
001076349.pdf 
5）ユネスコ（2018年）.「国際セクシュアリティ教育ガイダンス【改訂版】：科学的根拠に基づいたア
プローチ」. ユネスコ・デジタル・ライブラリー .   
International technical guidance on sexuality education: an evidence-informed approach 
(jpn) - UNESCO Digital Library 
6）CEDAW, Convention on the Elimination of All Forms of Discrimination against Women, 
Concluding observations on the ninth periodic report of Japan （2024年） 
https://www.mofa.go.jp/files/100762700.pdf 
7）NPO法人ピルコン性教育と緊急避妊薬に関する意識調査（2026年） 
https://pilcon.org/wp-content/uploads/2026/03/ca82f925463f5e7d4d6ee2144ba20c5d.pdf 
 
【SRHR for ALL アクション！連携団体】 
呼びかけ団体：公益財団法人ジョイセフ／NPO法人ピルコン 
賛同団体（五十音順）：Action 琉球・沖縄／NPO法人Sisterhood／SOSHIREN 女（わたし）のか
らだから／一般社団法人Tネット／滞日ネパール人のための情報提供ネットワーク／DPI女性障
害者ネットワーク／#なんでないのプロジェクト／一般社団法人“人間と性”教育研究協議会・包括
的性教育推進法の制定をめざすネットワーク／一般社団法人NOTOTO.／Be the Change 
Okinawa／認定NPO法人ピッコラーレ 
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文部科学省　総合教育政策局　男女共同参画共生社会学習・安全課 御中 
 

学習指導要領における性に関する指導の充実およびいわゆる​
『はどめ規定』の見直しを求める要望書 

SRHR for ALL アクション！連携団体 

　平素より、子どもたちのよりよい学びと育ちのためにご尽力いただき、心より御礼申し上げま

す。私たち「SRHR for ALLアクション！」は、セクシュアル・リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（
SRHR：性と生殖に関する健康と権利）の課題に取り組む市民社会アクターが連携するネット
ワークです。​
　近年、子どもたちがインターネットやSNS等を通じて不正確な性情報に触れる機会が増える
中、刑法改正や「生命（いのち）の安全教育」の充実など、国の取り組みは着実に前進していま

す。一方、学習指導要領には依然としていわゆる「はどめ規定」が残され、学校現場では必要な

性に関する指導を行う上での障壁となっています。子どもたちが、自分と他者のからだや性、人

権を尊重し、安心・安全な関係性を築くためには、発達段階に応じた科学的に正確な包括的性教

育を受ける機会が不可欠です。2024年の国連女性差別撤廃委員会（CEDAW）も、日本に対し、
年齢に応じた性に関する指導を学校カリキュラムに適切に組み込むよう勧告しています。​
　こうした国内外の動向を踏まえ、子ども・若者のSRHRの実現に向け、以下のとおり要望いたし
ます。 

1．学習指導要領におけるいわゆる「はどめ規定」を削除し、包括的性教育を発達段階に応じて
位置づけてください。​
　学習指導要領におけるいわゆる「はどめ規定」を削除し、学校現場の萎縮を解消してください。

あわせて、小学校・中学校を含む学校教育において、性交、妊娠、避妊、人工妊娠中絶、性感染

症、性的同意、性暴力予防、ジェンダー平等、多様な性のあり方、性欲や性情報との向き合い

方、からだの権利、相談先等について、発達段階に応じた科学的に正確な包括的性教育を実施

できるよう、学習指導要領に明確に位置づけてください。 

2．「はどめ規定」の存続の有無にかかわらず、学習指導要領解説等において、必要な性に関す
る指導を妨げないことを明確化してください。​
　仮に「はどめ規定」が直ちに削除されない場合であっても、学習指導要領解説において、「性

交、妊娠、避妊、人工妊娠中絶、性感染症、性的同意、性暴力予防、多様な性のあり方、性欲や

性情報との向き合い方等に関する発達段階に応じた指導を妨げるものではない」旨を明確に記

載してください。​
　また、多様な性のあり方への理解を深め、すべての児童生徒が自分らしく尊重される教育環境

を整えるため、「思春期になると異性に関心が向く」といった異性愛のみを前提とする表記を見直

し、性的指向・性自認を含む多様性を前提とした表現へ改めてください。 

3．学校現場が安心して包括的性教育を実施できるよう、教材・研修・外部連携・障害児を含む包
摂的なカリキュラムを整備してください。​
　学校現場や教職員が安心して指導できるよう、通知、Q&A、指導資料等において上記と同様の
趣旨を明確化するとともに、具体的な教材・指導例の整備、教員研修の拡充、地域における外部

講師の活用・連携への支援を行ってください。​
　また、障害のある児童生徒も、性と生殖に関する健康と権利について学ぶ権利を有していま

す。その児童生徒に必要な合理的配慮の提供を前提に、障害児・者に対しても包括的性教育を

保障するためのカリキュラム、教材、教職員・支援者向け研修を整備してください。​
​
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​
【要望に関する根拠・補足資料】 

　「はどめ規定」とは、1998年の学習指導要領改訂で盛り込まれ、2002年から施行された下記の
2つの記載を指し、小学校・中学校において、性交、妊娠・避妊、性的同意、中絶等の内容を扱う
際に学校現場で慎重・抑制的な判断の根拠として用いられることがあります。 
 
●小学校5年生の理科「B　生命・地球」「(2)動物の誕生」において「(3) 内容の『Ｂ生命・地球』の
(2)のウ(注：人は、母体内で成長して生まれること)については、受精に至る過程は取り扱わない
ものとする」 
●中学校保健体育保健分野「(4) 健康な生活と疾病の予防」、「3内容の取扱い」、「内容の(1)(心
身の機能の発達と心の健康)のイ(思春期には，内分泌の働きによって生殖にかかわる機能が成
熟すること。また，成熟に伴う変化に対応した適切な行動が必要となること)については、妊娠や
出産が可能となるような成熟が始まるという観点から、受精・妊娠を取り扱うものとし、妊娠の経

過は取り扱わないものとする」 
 
　上記はどめ規定に関して、中央教育審議会では性交等を教えてはいけないと禁止する主旨で

はないとされています。しかし、性に関する指導の際は「教職員の共通理解を図るとともに、児童

生徒の発達段階（受容能力）を十分考慮すること」「家庭、地域との連携を推進し、保護者や地域

の理解を十分に得ること」「集団指導の内容と、個別指導の内容の区別を明確にすること等」と

いった多くの条件が挙げられ、教育現場でもはどめ規定を理由に性的同意や避妊等について取

り扱えなかった事例が報告1）されており、教職員向け調査2）でも現在の学習指導要領では、思春

期の健康や性に関する内容を教える際、教員が「どこまで教えてよいのか分からない」と戸惑

い、その結果指導を避ける傾向が生まれており、性に関する学びは「個別のリスク対策」ではな

く、児童生徒全員のウェルビーイングのために重要であり、個別指導に任せることには、学習機

会の不足やプライバシー侵害・スティグマ化の懸念があることが示されています。 
 
　その一方で、日本性教育協会の「若者の性」白書（2025）3）によれば、子ども・若者たちはイン

ターネットやアダルト動画等から性情報を得ることが増えており、中学生までに性交について知っ

た人は約8割、そのうち小学生までの段階で知った人が約半数という結果が出ています。SNSを
通じた性被害も依然として深刻な状況にあり、偏った性情報に触れる前に、信頼できる正しい知

識を得られることが重要です。 
　2024年の人口動態調査では14歳の出産が27件、15歳～19歳の出産が4,231件あり、また同
年の衛生行政報告例では人工妊娠中絶件数は15歳未満が159件、15歳が330 件、10代では
10,844 件で、3年連続で増加しており、思いがけない妊娠が10代の子ども・若者たちにも今まさ
に起こっている課題としてあります。このような状況を踏まえ、成育基本法およびその基本方針（

2023年）4）においても、若年世代、特に10代において性や妊娠に関する基礎的な知識が欠けて
いる場合があり、予期せぬ妊娠につながる懸念があることが示されています。 
　なお、2023年の刑法改正により、性的同意年齢は16歳に引き上げられ、不同意性交等罪、撮
影罪、面会要求罪などが整備されました。すべての子ども・若者が16歳になる前の義務教育段
階で、同意、性行為、妊娠・中絶、性感染症等について発達段階に応じて学び、自分と他者の境

界線を尊重し、困ったときに相談できる力を育むことが必要です。 
 
　そして、発達段階に応じてからだや性について人権の視点から学ぶことは、性的なリスク行動

を増やすわけではなく、むしろ以下のような効果があると明らかになっています5）。 
・初交年齢の遅延 
・性交の頻度の減少 
・性的パートナーの数の減少 
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・リスクの高い行為の減少 
・コンドームの使用の増加 
・避妊具の使用の増加 
 
　また、2024年10月のCEDAW総括所見でも、日本に対し、早期妊娠や性感染症の予防を含
む、年齢に応じた包括的性教育を学校カリキュラムに適切に組み込むことが勧告されています6

）。そして、性に関する学びは、異性愛のみを前提とせず、性的指向・性自認を含む多様な性のあ

り方を踏まえ、すべての児童生徒が自分と他者の尊厳を学べる内容とする必要があります。さら

に、障害のある児童生徒についても、性に関する学びは自分らしく安全に生きるための権利とし

て保障される必要があります。 
　妊娠・避妊・性的同意といった重要な内容を発達段階に応じて学ぶ必要性は、専門家だけでな

く、一般市民、保護者、若者、教育関係者からも広く示されています。NPO法人ピルコンの調査
でも、保護者の約8割が、避妊や性的同意を含む幅広い性教育を中学校までに教え始めるのが
適切と回答7）しました。こうした市民と学校現場の声を踏まえ、教育現場が子どもたちの実態と

ニーズに即した学びを保障できるよう、学習指導要領におけるいわゆる「はどめ規定」の撤廃と、

子どもたちの性の健康、安全、尊厳を守る教育内容の充実を求めます。 
以上 
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